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２　（論説）苦海どこまで 水俣病互助会訴訟判決速報

《論 説 》

　さる３月３１日、水俣病被害者互助会を中心とする水

俣病第二世代訴訟の第一審判決が熊本地裁で言い渡さ

れました。

　判決内容は、胎児性水俣病世代の原告３名に対して

は水俣病と認め、被告の国、熊本県、チッソの責任を

認め賠償を命ずるとともに、残りの５名については棄

却するというもので、全員の補償と救済を求めていた

原告患者たちにとっては厳しい判決であったといわざ

るを得ませんでした。通常、判決のあと法廷外で待っ

ている人たちに向かって裁判所前で「勝訴」とか「不

当判決」といった速報を記した旗を出すのでしょうが、

今回は出されませんでした。原告の方達は勝訴の場合

は「海鳴り轟く」、部分勝訴の場合は「荒海一歩前進」

という文言を用意されていましたが、敗訴の場合は準

備されていませんでした。

　この訴訟は、２００７年１０月、９人の原告で始まりまし

た。胎児性水俣病と同世代の患者たちによる訴訟です

ので、胎児性水俣病世代訴訟あるいは第二世代訴訟と

呼ばれています。訴訟の争点は、原告たちが水俣病で

ありそれにふさわしい賠償を認めるか否か、国、熊本

県、チッソの責任を認めるか否か、さらに被告が主張

していた時効・除斥（民法７２４条の損害賠償請求権の期間制

限）を認めるか否か、であり、そしてその根拠が問われ

ていました。

　判決文は全体で５３８ページにわたる大部なものであ

り、詳細な検討には時間がかかるので、ここでは概要

だけを示すにとどめておきます。

　まず、原告の大堂進さんについては水俣病とし、将

来の介護費用などの算定に基づき１億５００万円を認め、

原告団長の佐藤英樹さんおよび芦北のＩさんについて、

水俣病と認めたものの認容金額はそれぞれ４２０万円と

２２０万円という低額でした。さらに、残りの５人につ

いてはいずれも水俣病と認めず請求棄却。認められた

原告も棄却された原告もほぼ同世代で実際には疫学的

にも症状的にも大差はなく、どうも、認められた人と

認められなかった人の線引きは、家族内に水俣病認定

患者がいるかどうかが基準となったようです。

　判決では、水俣病の判断基準としてまず「メチル水

銀の暴露経験を有し、その暴露の程度が高度であると

認められる者」つまり「水俣病を発症しうる程度のメ

チル水銀が体内に蓄積された」か否かを問題としてい

ます。しかし、このようなことを明確に示すような調

査や研究はほとんどなされたことがなかったため客観

的根拠はなく、かつ証明のしようがないといっていい

でしょう。新潟水俣病の初期のデータがあるだけでそ

の根拠も疑われています

　さらに、水俣病であるか否かの判断を巡っては、こ

のような「発症しうる程度の高濃度暴露」という主張

は最近までどこにもありませんでした。例えば、結審

間近の昨年１０月末に水俣病と認定され原告を降りた下

田良男さんは、認定審査の過程では、熊本県は本人の

魚介類多食の訴えに基づき暴露歴を認めているが、症

状が水俣病の認定要件を満たしていないといっていま

した。一方、訴訟では下田さんには「発症しうるだけ

の暴露はなかった」と言い出したのです。発症しうる

程度の高濃度暴露とは何か定義されておらず、そのう

え、証明しようもなく、つまるところ、判決では家族

内認定患者の有無をそれに代えたにすぎません。

　なお、国・熊本県が主張していた除斥期間（損害の発

 生から２０年という時間の経過によってそもそも訴える権利がな

い）の主張に関しては、判決では「損害の全部または

一部が発生した時」とし、佐藤さんおよびＩさんにつ

いては、感覚障害が初めて認められた診断書の日付を

起算点とし、大堂さんについては、新たな損害の発生

したときとして障害が重度化した診断書の日付を起算

点として、いずれも除斥期間は終了していないとの判

断を示しました。

　なお、国・県の責任については、２００４年の水俣病関

西訴訟最高裁判決で認められていなかった昭和３２年食

品衛生法の不適用による加害責任を追求していたので

すが、これは認められませんでした。その他にも、多

数論点がありますがそれについては機会を改めて書く

ことにします。

　報道によれば、判決後、４月８日に被告の国・熊本

県は、除斥期間の適用、１９７４年１月まで汚染が続いて

いることを認めたこと、遅発性水俣病の発症までの期

間などを理由に控訴、チッソも１０日に控訴しました。

原告側も判決を不服として控訴。訴訟の舞台は福岡高

裁に移ることになりました。不知火海全体でまだまだ

補償・救済を受けていない水俣病患者が多数います。

その代表選手のような裁判ですが今後とも注視してい

く必要があります。

苦海どこまで 水俣病互助会訴訟判決速報

花 田 昌 宣水俣学研究センター長
（熊本学園大学社会福祉学部）
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（論説）水俣病認定基準新通知について　３

　３月７日、環境省は水俣病の認定にかかわる新しい
通知「公害健康被害の補償等に関する法律に基づく水
俣病の認定における総合的検討について」（以下「新通
知」）を環境保健部長名で発出した。去年４月の最高裁
判決を受けたもので、現在の認定基準の基本となって
いる昭和５２年の部長通知、いわゆる５２年判断条件をど
のように見直すのかが注目されていた。
　この５２年判断条件により水俣病の認定基準は一般に
「感覚障害��」という複数の症状が必要とされ、その
結果多くの「未認定患者」という棄却者を生み、事態
の混乱と問題の長期化を招いてきた。
　問題解決を目指し、これまで二度にわたり政治解決
が図られたが、今も新たな訴訟が次々に提訴されるな
ど屋上屋を架すかのような対応によってむしろ混迷を
深めている。
　去年の最高裁判決は、この混乱に一筋の道をつけた。
　判決は、５２年判断条件を、「多くの申請について迅
速かつ適切な判断を行うための基準を定めたものとし
てその限度での合理性を有する」ものに過ぎず、複数
の症状がなくても「総合的に検討し」「個別具体的な
判断により」認定する余地を排除しない、とした。
　これを素直に読めば、５２年判断条件は狭きに失し基
準として不十分であると指弾されたわけで、その後の
国の対応に注目が集まった。国は「合理性を有する」
とされた点を強調し「認定基準の見直しはしない」と
するも、最高裁判決を引用して下田良雄氏（水俣市）を
逆転認定した不服審査の裁決が出されるに及んで認定
業務は行き詰まった。
　認定基準の運用見直しについては、実務を担当する
熊本県と水面下での折衝が続いていたが、補償体系の
変更などまで含めた抜本的な対応を求める熊本県との
対立は次第に激化し、蒲島知事は認定業務の返上をち
らつかせるなど、その対立は昨年末には表面化するこ
とになる。
　今回の新通知は、そうした中での「落としどころ」
を探った末に生まれることになった。
　新通知では、最高裁判決の言う「総合的な検討」を
疫学的な汚染状況と症状、そしてその因果関係の３つ
に分け、「汚染当時の頭髪、血液、尿」などの値、「申
請者の居住地にどの程度認定患者がいたか」、「家族に
認定患者がいるか」を確認することとし、「昭和４４年
以降は水俣病が発生する可能性のあるレベルの曝露は
存在しない」とした中公審答申に留意することという

但し書きが付されている。
　さらに症状については、症状が現れた時期を確認し
たうえで有機水銀の曝露時期と発症時期との関係、加
えて他の持病の影響を考慮するよう求めている。
　またこうした点を検討するためには、死亡者も含め
て「客観的な」資料の提出を求め、カルテについても
「主治医が申請者を一定期間継続的に」診療したかを
確認するよう求めている。
　これら新通知で示された各種の「条件」は、５２年判
断条件で「総合的に」と但し書きされていた部分（そ
して死文化していた部分）に詳細な枠をはめたものであり、
最高裁判決が求めた「必要に応じた多角的、総合的な
見地からの検討」を一見具体化したように見えて、そ
の実は全く違う着地点を持つものである。
　つまりこの「新通知」は、弾力的な運用を求めた最
高裁判決を外形的に引用し、「総合的に検討」という
言葉の定義づけを細かく行うことで、認定基準のハー
ドルをむしろ上げることに成功したと言えよう。
　実際、新通知の発出から約３週間後に出された熊本
地裁の判決では（発出後に判決期日が１週間延期された）、
新通知自体への言及こそないものの、「家族に認定患
者がいない」「曝露から発症までの期間が長い」「糖尿
病の影響がある」「漁業以外の仕事に就いていた」等
の理由から、８人の原告のうち胎児性とされた１人を
除くと２人しか主張が認められないなど新通知の影響
が色濃く見られる内容となっている。
　新通知の発出後、筆者は環境省の責任者から感想を
求められた。筆者が「最高裁判決を逆手にとったとい
う点ではよく出来ている」と答えると彼は「逆手？」
と言い、心外そうに「逐一最高裁判決に忠実丁寧に対
応した。ほぼ満点」と自賛した。なおかつ、前述の下
田氏の逆転裁決に触れ、個人的意見と前置いたうえで
「認定はあり得ない」と率直に語った。
　その通り、新通知の元では患者認定の拡大はあり得
ないだろう。一旦は国と対峙しようとした熊本県も、
諾々と新通知を受け入れて矛を収めた。
　この稿を書いている時点で、環境省は臨時水俣病認
定審査会（臨水審）の開催を発表した。臨水審では不服
審査が出来ないため、棄却されれば裁判以外に道はな
い。このため今後は、最高裁で示された水俣病認定を
求め、よりいっそう司法での解決を求める動きが増え
るものと考えられる。

《論 説 》

水俣病認定基準新通知について

東 島　 大日本放送協会
（水俣学研究センター客員研究員）
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４　（報告）水俣病事件史を世界へ― 第９回水俣病事件研究交流集会報告 ―

　第９回水俣病事件研究交流集会が２０１４年１月１１日
（土）・１２日（日）の２日間、水俣市公民館ホールで開催

された。私は２０１２年の第７回集会から参加し、本年は

３度目の参加となった。この集会は、毎年水俣病事件

に関わる様々な分野の専門家、支援者、患者が日本全

国から参加し、事件の現在について意見を交換するこ

とのできる貴重な場となっている。そして、水俣病事

件をめぐる現状、患者支援の現場の状況、支援の実践、

医学や法学分野の最新の知見に加え、水俣病事件の歴

史から得られた哲学、社会学などの理論的検討などが

おこなわれている。水俣病を核とした広い協働があり、

学際的な研究グループとして、この集会そのものも水

俣病事件史の一つの到達点と考えることができる。

　２０１３年の溝口訴訟、Ｆ氏訴訟の最高裁判決を受け、

公害健康被害補償法に基づく水俣病認定基準の総合的

検討について環境省がまとめた通知案が今年の集会の

焦点となっていた。初日に企画された「水俣病の医学」

セッションでは、この通知案に対する一連の報告が現

場の医師からあり、この通知案についての検討と批判

が行われた。また、２日目に企画された「２０１３年４月

水俣病最高裁判決が拓いた水俣病事件史の新たな地

平」では、溝口訴訟、Ｆ氏訴訟、互助会訴訟、ノーモ

ア・ミナマタ第２次訴訟、新潟３次訴訟、認定棄却取

り消し行政訴訟についての報告が、訴訟を支える弁護

士、支援者、そして当事者からあった。

　こうした一連の報告を伺って、いったい制度とは何

か、基準とは何か、ということを改めて感じた。今回

の環境省通知案にかかわらず、これまでの「５２年判断

条件」なども「水俣病」とする最終判断には曖昧さを

常に内包し、判断基準という語意にそぐわない、政治

的な意図を介在させるものであった。その曖昧さに

よって、患者たちは長年にわたって制度の壁に苦しま

され続けたのである。最高裁判決を重く受け、厳密な

判断基準と公に開かれた裁決によって、認定審査プロ

セスを透明化し、専門家の承認を得るよう行政は努め

なければならない。

　ところで、今年の集会に参加した後、私は２０１４年度

に計画しているカナダ水俣病の現地調査および現地視

察の準備として、アメリカ合衆国・サンフランシスコ

で開催されたアメリカ環境史学会（ＡＳＥＨ）の年次大会

に参加した。これから調査を行おうとする地域への欧

米研究者の視点や問題意識をくみ取っておきたかった

のがその理由であった。しかし、私の当初の意図を越

えて、この年次大会への参加は私にとって有意義なも

のとなった。大会期間中に開催されたとある部会では、

環境中に存在する「毒」についての研究を行っている

若手の研究者たちによる報告が行われていた。この部

会で取り上げられていた毒とは、放射性物質、水銀、

そして大気汚染や土壌汚染源としての化学物質であっ

た。これらを研究する若手研究者たちは、社会的問題

としての有毒物質の発見から歴史を紐解き、いつどの

ような形でこれらの物質が有毒であると社会的に認知

され、環境基準などの制度枠組みが社会的に構築され

ていったのか、その過程について研究を行っている。

報告の中では、地域の公害問題は、地域内の様々な集

団と行政等との不完全な対話が本質的な原因と考察さ

れていた。しかし、この不完全な対話を克服すること

が容易ではないことは水俣病事件史が示す通りである。

また、この部会で取り扱われていたことの多くは、水

俣病事件において、長年にわたって幾多の研究者、支

援者、そして患者自身が明らかにしてきたことであり、

改めて水俣病事件における私たちのこれまでの経験を、

海外の研究者とも共有しなければならないと感じた。

　最近では、ブレット・ウォーカー著『毒の列島（Ｔｏｘｉｃ 

Ａｒｃｈｉｐｅｌａｇｏ）――日本の産業疾病史』（ワシントン大学出

版、２０１１年）などにより、日本の公害事件史の経験は海

外にも伝えられている。そして、今回のＡＳＥＨの年次

大会への参加を通じて、水俣病事件研究交流集会やこ

れまでの水俣病事件史の知見は、その事例紹介に留ま

らず、なお係争中の事件としてその経験と理論を、広

く海外に紹介し共有しなければならないという思いを

新たにすることができた。海外に発信された情報を精

査し、公害事件における海外の視点を知るとともに、

不足があればそれを補う知見を発信していかなければ

ならない。私もその役割を担えるよう、努力していき

たい。

　花田昌宣水俣学研究センター長はじめ、水俣学研究

センターのスタッフの方々の多大なご尽力があって、

今年も水俣病事件研究交流集会において多くの方々に

お会いすることができました。この場を借りて御礼申

し上げます。

《 報 告 》

水俣病事件史を世界へ
― 第９回水俣病事件研究交流集会報告 ―

森 下 直 紀和光大学経済経営学部
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（報告）新潟水俣病調査 ― 法治国家と放置自治 ―　５

　２０１４年３月４日～７日、新潟水俣病調査を客員研究

員の牧口、研究助手の井上・田�で行った。今回の調

査は、新潟水俣病発生当時から弁護士として関わり、

熊本の水俣病支援のきっかけを作った一人である坂東

克彦弁護士のヒアリングと、新潟県生活衛生課の担当

者からの、新潟県水俣病に関する条例、福祉手当など

独自の施策についてのヒアリングが主な目的であった。

　坂東弁護士のヒアリングは、熊本水俣病との初期の

関わりと水俣病第一次訴訟における細川証人尋問を焦

点に行うことを予定していた。これらのヒアリングに

よって得る証言は大変貴重なものであるため、映像・

音声を録取し、当センターのアーカイブス資料として

保存することも大きな目的でもあった。そのため、事

前に坂東弁護士に映像・録音記録の許可を得、水俣学

研究センター客員研究員の牧口氏に参加してもらい、

録画映像収録とその後の編集を担当してもらった。

　坂東弁護士のヒアリングは、３月５日、新潟市内に

ある事務所で午前１０時から午後５時近くまで、昼の食

事休憩を小１時間ほどはさんで、７時間に及んだ。事

務所には、１９６０年代からの水俣病にかかわる資料や写

真などがファイルされていたが、ほとんどの資料は、

新潟県立環境と人間のふれあい館に寄贈され、また、

マイクロフィルムで資料が保管されている。

　坂東先生は、宇井純先生から「細川先生は、裁判の

中で重要な役割を果たすであろう」と言われ、細川先

生に裁判資料を送っていたそうである。そのようなこ

とから、細川先生と坂東弁護士の信頼関係が築きあげ

られ、細川証人尋問につながったことが伺えた。

　細川先生は、物

腰の和らかい人と

いう印象だったそ

うであり、新潟で

水俣病が発生した

ことはショック

だったでしょうと

坂東弁護士は、話

された。水俣病第

一次訴訟の細川尋問が終わった後、細川先生は、坂東

弁護士に「坂東先生に聞いてもらってよかった。」と言

われたそうである。

　事務所には、細川先生や原田先生、宇井先生たちと

共に写っている１９７０年代の写真などが立てかけて

あったが、それぞれの立場で水俣病と向き合い、患者

側に立ち続けている方々のつながりを実感し、権力者

に屈しない精神に触れることができた。

　３月６日は、新

潟駅から東へ２０キ

ロほど離れた新潟

市北区にある「新

潟県立環境と人間

のふれあい館」で

新潟県生活衛生課

の担当者お二人か

らお話を伺った。

熊本・鹿児島県で

は、「公害健康被害の補償などに関する法律（以下、公

健法）」に基づく水俣病の認定申請後処分がなく１年以

上経過したものでいくつかの要件を満たしたものには、

「認定申請者医療手帳」が交付される。しかし、熊本県

は２００８年度交付分から、１９６９（昭和４４）年１月１日以後

に初めて居住（出生による居住を含む）したものを除くと

した要件を加えている。新潟県・市では、公健法によ

る認定申請後から医療費の一部などを支給する手帳な

どが交付される。しかも、居住・出生年月での線引き

はない。このことについて、新潟県の担当者は、「居

住・出生年月を要件に入れることは、公健法の趣旨で

はない。公健法の趣旨に基づき、新潟県では、認定申

請者への手帳の交付をしている。」と説明された。また、

１年後（半年後も）国からの補助があるが、それまでの

費用は、新潟県と新潟市が負担しているそうである。

　水俣病にかかわる施策や方向性についての新潟県知

事の発言・対応は、熊本県知事の対応と明らかに違う。

新潟県知事は、熊本県知事よりも、患者の方を見てい

ることがうかがえる。それでも、新潟県では、水俣病

の未認定患者の第３次訴訟が現在も争われている。熊

本県の水俣病問題が解決にほど遠いこと、いつまでも

水俣病が終わらないことの原因はどこにあるのかを改

めて思い知らされた。「法治」国家において「放置」

自治という変換ミスを犯してしまう。

　今回の調査に当たっては、坂東先生、環境とふれあ

い館の館長、職員の方々、多くの方のご協力を頂いた。

紙面を借りてお礼を申し上げます。

《 報 告 》

新潟水俣病調査 ― 法治国家と放置自治 ―

水俣学研究センター研究助手 田 � 雅 美

資料を説明する坂東弁護士

年表をもとに説明する坂東弁護士
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水俣学研究センター研究助手 井 上 ゆかり

６　（報告）水俣を見る目を養う ― パリ市の社会的参入企業視察／タイの非正規労働者の労働安全衛生活動に触れる

《 報 告 》

水俣を見る目を養う ― パリ市の社会的参入企業視察

　花田・田�・井上は、３月８日から１９日にかけて訪
仏し、新たな社会連帯経済法によって更なる発展が期
待されている社会的参入企業の視察を行った。ここで
はその中の社会的困窮者を対象に活動している社会参
入支援企業（以下ＵＲＥＩ）を紹介する。
　訪問先はパリ市内の移民が多い１９区、Ｃｈａｔｅａｕ 
Ｒｏｕｇｅ地区。地下鉄の階段を上がる途中２０人ほどの
黒人がこちらを見ていた。ドキドキしながら地上に上
がると一人がチラシをくれただけで、他の人たちは何
もせず地下鉄の出口に集まり町への来訪者を日がな一
日見つめている。この街区は国の政策による再開発途
上で、窓をトタン板やブロックでふさぎ、煤けた建物
も少なくなかった。このような町にＵＲＥＩはあった。
　支援対象者は、家族との関係に支障をきたしていた
り移民出自でフランス語の読み書きができない人、小
学校を落第したり学業を放棄した人、軽度の障害者、
麻薬中毒回復者、保護観察中の人など多岐にわたる。
ＵＲＥＩは、この人々を３段階の有期限契約で雇用する。
１回目は４ヶ月まで朝起きて職場まで行くなど生活の

基本を身につけ事務所に近い作業現場で清掃を行う。
つぎに８ヶ月間の２回目の契約。この期間は住居準備、
フランス語を教え、個々人の必要に応じて歯医者に行
かせる、眼鏡をつくらせるなど職業自立支援を行う。
３回目の契約は１年で、清掃や惣菜業の職業訓練を受
け、専門的な研修を受け資格取得し仕事探しへと向か
う。ＵＲＥＩはパリで年間６，５００人を支援しているが資
格取得の段階まで行く人は３０％しかいない。今回、２
回目の契約期間中の従業員の聞き取りを行った。本人
は自信を持って、あれもできるこれもできると語るの
だが、実際には、忘れっぽいため仕事の現場が分から
なくなる、仕事してないのに終わったと勘違いして
帰ってくるなど雇用現場で障がいが表面化し、再就職
の道が見つからないまま長期失業に陥っている。胎児
性水俣病世代の水俣病患者で聞いた話と重なってくる。
　職業自立の困難な人々を安定的に受けいれる事業所
づくりが新たな社会的企業の課題と役割である。事情
や社会的背景は大きく異なるが水俣病の経験をふまえ
て地域の発展に生かすヒントが得られたように思う。

� � � � � � � � � � � � � � � � �

海外科研１年目のまとめの訪問
　タイ海外科研の１年目のまとめの議論をするために、
３月１２日から２０日にかけて、宮北、中地、吉村の３名
で、バンコク、ラヨーン県を訪問した。
　１３日には、タイのパートナーであるＥＡＲＴＨの事務
所で、ＥＡＲＴＨが調査してきたルーイ県の金鉱山周辺
の環境調査のデータ検討を行った。今まで、水銀とシ
アンによる汚染に注目されていたが、河川の底質、水
田土壌の結果とコンケン大学の研究論文から、ひ素に
よる環境汚染が明らかになった。今後は、ひ素による
環境汚染という観点から、皮膚障害の有無などを調査
していく必要があるという認識の共有化を行った。
　１４日は、マプタプット臨海工業団地の工場からの悪
臭、大気汚染のため、１９９７年に生徒に健康被害が発生
し、２００３年に校舎の移転を余儀なくされたパンピタヤ
カン中等学校（日本の中学・高校にあたる６年制の学校）を
訪問し、高等部の生徒と交流した。学校へは、今回で
３回目の訪問になるが、環境サークルの生徒とは初め
て面談し、自分たちの住んでいる地域について、何が
問題か、どういう町にしていけばよいか、一緒に調べ

ていくことを約束して帰ってきた。環境教育という観
点から、工業団地と地域住民の共存の可能性について、
調査していきたい。

タイの労働安全衛生活動に触れる
　宮北と中地は、１６日からマヒドン大学公衆衛生学部
の非正規労働者センターのサラ・アンポン准教授の企
画したスタディーツアーに参加した。近年、タイの経
済発展はめざましく、工業化されてきたイメージがあ
るが、タイでは依然として、物売りや内職、家内工業、
自営業などのＩｎｆｏｒｍａｌ ｗｏｒｋｅｒと呼ばれる非正規労働
者が多く、劣悪な労働環境に置かれている。こうした
労働者の健康問題、労働条件の改善に取り組んでいる
研究活動を視察することができた。タイ国内に５つの
拠点をもつ非正規労働者のネットワークと交流し、縫
製工場での参加型の職場改善の実践例を見学した。
　また、今回バンコク近郊のヘルスプロモーションホ
スピタルを見学し、全ての住民に対し、無償診療を実
施しているタイの地域保健制度への理解を深めること
ができた。

《 報 告 》

タイの非正規労働者の労働安全衛生活動に触れる
水俣学研究センター事務局長
（熊本学園大学社会福祉学部） 中 地 重 晴
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（客員研究員紹介）水俣の“上流”社会での２０年　７

　愛林館は水俣市の山間部久木野地区に１９９４年に水
俣市が建てた地域づくりの拠点施設。市の所有で、久
木野地区の住民団体が運営しており、私はその団体の
職員です。水俣川の上流部なので、“上流”社会の一員
です。
　愛林館は、国鉄山野線の久木野駅の跡地です。昭和
１４年に開通し、６３年に廃止された短命な路線でしたが、
戦中戦後は山から切り出した木材や、木炭を運びまし
た。魚の行商の人々も利用したでしょう。
　愛林館の館長は全国公募でした。東京で地域づくり
や環境問題のコンサルタントであった私は、人脈も広
く、情報もたくさん持っていましたが、自ら運営する
機会がありません。館長になって、地域づくりを実践
したい、というのが応募の動機です。
　また、私は西合志町出身なので、熊本弁もわかるし、
県民常識も備えています。“あとぜき”もできます。水
俣には友人もいました。
　こうして愛林館の館長に選ばれたのが１９９４年１１月。
現在２０年目になります。地域の農産物の加工、販売、
食べ物つくり体験、地域づくりや環境問題の研修、森
づくり、棚田保全、マラソン大会運営、コンサート開
催と幅広い活動に取り組んできました。
　その結果、２０年間で何が起こったかと言えば、人口
は１，２００人から９００人に減り、管理できなくなった棚田
が少し増え、山の木々が成長しました。
　これは、私から見れば近代化の成果です。
　近代化は科学が支えています。いつでもどこでも誰
でも再現可能です。だから、世界中で同じことができ
て、誰が安く作るかという競争を世界的に行っていま
す。命の大切さは二の次です。
　チッソは、空気の８０％を占める窒素ガスと電気から
肥料を作る事業をいち早く始めて、植民地で安く電気
を作って、莫大な利益を上げたわけです。
　その結果、地球上の窒素循環は大きく変わりました。
以前は土壌中の菌だけが窒素ガスを肥料に変え、それ
をもとに肥料を作っていました。化学肥料で大量に窒
素が供給されるので、海や川は汚れるのですね。地下
水の汚染も増えました。
　肥料を自給していた時代には、狭い範囲の物質循環
がありましたが、化学肥料を買うために金が必要にな
りました。一方で、肥え汲みの重労働から解放されて
喜んだ人も大勢いました。
　必要な電気は水力で作りましたが、これは川を変え

ました。水の流れだけを考えて川を利用した結果、う
なぎが絶滅しそうですが、チッソの発電はその先駆け
でありました。
　一方で、水俣には東京（日本の近代化の先端）の出先が
あったわけです。近代はぴかぴか、きらきらして格好
良かったことでしょう。水俣でスポーツ、音楽、芸能
などが今なお盛んなのもチッソと無縁ではありません。
　こうした近代化の中で私は育ち、充分に恩恵に浴し
ました。私の家には何でもあって、もう欲しいモノは
ありません。
　一方、近所の爺ちゃん婆ちゃんは、身近な自然を利
用して棚田や畑で食べ物を作り、自分で料理して食べ
る、山から美味しいモノを採ってくるといったことを
普通の日常生活の中で行っています。あまり金はかか
りません。
　私の息子は隣近所の皆さんも育ててくれました。
“上流”社会の人間関係は時に暑苦しくもありますが、
ありがたいことの方が多いです。
　このように、豊かな自然と人間関係を活かす技術を
持ち、少ないお金で豊かに生きることが、近代を乗り
超える「超近代」なのだな、と思い至りました。
　愛林館では、こうした超近代を実感できる機会を提
供しています。
　近代化でもう一つ忘れられているのが、森や棚田の
めぐみです。水俣の山にはスギやヒノキが多いのです
が、上手に育てれば、木材生産の他に降った雨をきれ
いにして貯えたり、土砂崩れを防いだり、酸素を作っ
たり、空気を冷やしたり、地下水を増やしたり、いろ
いろな生き物が育ったりします。市場経済は、森のこ
ういうめぐみを評価できません。木や山の値段は不当
に安く、売りに出た山を変な人が買えば、産廃処分場
を作る計画を立てたりします。
　棚田にしても同じです。
　こういうめぐみを、もっと大切にしてほしい。その
ためには、今は木
も米も安いので、
お金を払ってほし
い、というのが私
の願いです。
　水俣学の中でも、
“上流”社会への関
心が高まれば嬉し
いです。

《 客員研究員紹介 》

水俣の“上流”社会での２０年

沢 畑 亨水俣市久木野ふるさとセンター愛林館
（水俣学研究センター客員研究員）

森の村、久木野。森林率９７％。棚田が１００ｈａ。

（尾崎たまき氏撮影）
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〈新規採択〉
�データベース（研究成果データベース）（一般）

　代表者：花田昌宣
　補助事業期間：平成２６年度
　補助金額：４１０万円
〈継続〉
�基盤研究（Ｂ）（海外学術調査）

　代表者：宮北隆志　
研究課題名「タイ東部臨海地域における工業化・地域
社会の変容と健康の社会的決定要因に関する研究」

　補助事業期間：平成２５年～２７年
　補助金額：４１０万円（平成２６年度）

�基盤研究（Ｃ）
　代表者：藤本延啓
研究課題名「不法投棄に関する社会史研究―豊島地域
社会に対するミクロ―マクロリンク的視角から」

　補助事業期間：平成２５～２８年
　補助金額：６０万円（平成２６年度）

�若手研究（Ｂ）
　代表者：井上ゆかり
研究課題名「水俣病における社会的食物連鎖の要に位
置する漁業と漁民被害の構造」

　補助事業期間：平成２４～２６年度
　補助金額：５０万円（平成２６年度）

　水俣学研究センターで本年度採択された科学研究費補助金は新規１件と継続が３件である。
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７日　　　胎児性世代の被害に関するＷＧ：花田（大阪）

９日　　　水俣学講義⑬「水俣から考えること」坂本氏：
 （大学）

１０～１３日　ミャンマーよりＺａｗ氏来熊・来水
１１～１２日　第９回水俣病事件研究交流集会（水俣）

１６日　　　水俣学講義⑭「『中央』と『地方／地域』：差
別と犠牲のシステム」宮北：（大学）

１７日　　　廃棄物資源循環学会セミナー水銀条約：中地
 （東京）

２０日　　　水俣学現地センターにキエーロ（生ごみ処理機）

設置
２１日　　　環境モデル都市推進委員会：宮北・藤本（水俣）

２３日　　　水俣学講義⑮「水俣学がめざすもの」：花田
 （大学）

２４日　　　熊本県就学前人権同和教育研究大会　講演
「つなぐいのち、断たれたいのち：水俣病と
ハンセン病の経験から」：花田（城南町）

２５日　　　筑紫地区人権同和教育研究大会　講演「水俣
と福島：水俣学の視点から差別を考える」：
花田（福岡）

３日　　　水俣・芦北地域戦略プラットフォーム第３６回
課題検討会：宮北・中地・藤本（水俣）

６、２０日　水俣病女島調査：井上
７日　　　ドイツよりＢｅｒｅｚｎｏｊ氏水俣研修：田�（水俣）

１２～１３、１７日　福島大学のうつくしまふくしま未来支援
センターより水俣学研究センター訪問・水俣
現地研修：花田・井上（大学・水俣）

２４日　　　九州大学受入：花田（大学）

２４～２５日　立命館大学受入：宮北（水俣）

２６日　　　水環境学会セミナー：中地（大阪）

２７～２８日　水銀回収技術企業調査：中地（東京）

２８日　　　東京家政大学院・鳥取大学受入れ：田中（水俣）

　　　　　胎児性世代の被害に関するＷＧ：花田・井
上・田�・阿南・牧口・平郡・谷・伊東（水俣）

１日　　　学内教職員水俣現地研修：中地・井上・木谷・
田辺（水俣）

　　　　　長崎大学受入：花田（水俣）

４～７日　新潟水俣病調査：井上・田�・牧口
８～１９日　フランス社会的参入企業調査：花田・井上・

田�
１２～２０日　タイ調査：宮北・中地・吉村
２３日　　　第２世代訴訟判決前集会：花田・宮北・井上・

田�・牧口・谷・伊東・阿南・山下（水俣）

　　　　　環境モデル都市フェスタ：宮北・藤本（水俣）

２５～２７日　水俣病第二世代訴訟の集会など：井上・田
�・牧口（東京）

２８～２９日　第２５回チッソ労働運動史研究会：花田・井
上・富田・鈴木・磯谷・福原・山下（水俣）

３１日　　　胎児性世代の被害に関するＷＧ：花田・井上・
田�・牧口・平郡・谷・阿南（大学）

　　　　　原発事故情報共有学習会：中地（東京）

　原発再稼働へ進む日本政府と経済界。豊かさとは何か。
命の重さを考えてほしい。
 （Ｍ・Ｔ）

２月

編 集 後 記
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